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持続可能な都市水利用システム
― 気候変動に適応した調和型システム構築に向けて ―

東京大学大学院工学系研究科附属水環境工学研究センター教授 古　米　弘　明

１.はじめに

水に関する重要な出来事として、
2014 年７月に水循環基本法が施行され、
水循環基本計画が閣議決定されたことが
挙げられる。現在は、2020 年６月に初
めて改定された基本計画のもとで、水循
環に関する施策を総合的かつ一体的に推
進し、健全な水循環を維持・回復させ、
わが国の経済社会の健全な発展および国
民生活の安定向上を目指している。また、
2014 年５月に施行された雨水利用促進
法のもとで、健全な水循環の維持・回復
に向けた総合的な取組の一環として、水
資源の有効な利用や雨水の集中的な流出
の抑制に寄与する雨水利用の推進が図ら
れている。
このように、水は、国民の生命・健康

および経済活動の基礎となる最も重要な
共有資源であると認識され、渇水や水質
事故に加えて、震災時においても国民が
安心して安全な水の恵みを享受できる対
応を予め整えておくことが求められる。
まさに、健全な水循環を確保して、安全
で良質な水資源の確保と持続可能な水利
用システムを構築することは重要な課題
となっている。
2021 年２月に水循環に関する世論調

査（2020 年 10 月）の結果１）が公表さ
れている。「水とのかかわりのある豊か
な暮らし」とはどのようなものと思うか
という問いに対して、「安心して水が飲
める暮らし」を挙げた者の割合が
88.0％と最も高く、次いで「いつでも
水が豊富に使える暮らし」の 60.2％で
ある。過去４回の調査結果を図－１に整
理したが、この二つが 20 年間にわたり
上位２項目となっている。このように、
安全で安心な飲み水や豊富な水供給は、
国民の最大の関心事であることに疑いの
余地はない。
流域の水循環を健全にすることが、安

全・安心で、豊富な水供給を支えること

につながる。したがって、貯留・浸透や
涵養・保水の機能を保全しながら、都市
域における効率的な水利用システムが求
められる。特に、都市の水利用システム
を考えるには、2014 年８月に一部改正
された都市再生特別措置法に基づく都市
再生基本方針も意識せざるを得ない。都
市再生は、50 年後、100 年後の都市の
姿を形作ることであることから、少子高
齢化の人口減少のもとで、都市のコンパ
クト化、質の高い生活の確保、災害に強
くかつ魅力あるまちづくり、環境負荷の
低減と自然共生など多くの視点からの検
討が問われる。
言い換えれば、将来の都市構造を意識

して、水文学的な自然の水循環系のなか
で、上下水道システムという人工的な水
循環系を調和させて存在させることが求
められている。都市域での安全で安定し
た水利用、さらに健全な水環境や水辺空
間において潤いと安らぎをもたらすため
に、都市において水の量と質をどのよう
に確保し、どのように“水”とつきあっ
ていくのかという命題に対して適切な答
えを出すことが問われている。
著者は、2009 年から戦略的創造推進

事業（CREST）研究領域「持続可能な水
利用を実現する革新的な技術とシステ
ム」において、研究課題“気候変動に適
応した調和型都市圏水利用システムの開
発”の代表者としてプロジェクト２）を推
進してきた。本稿では、この研究プロジェ

クトの成果を紹介する。

２.研究プロジェクトの背景
と目的

気候変動などにより深刻化が予想され
る水資源問題に対して、統合的水資源管
理や革新的な処理技術開発などの取組が
なされてきている。特に、大都市圏にお
いて、安全で質の高い都市用水の安定的
な供給は重要であり、従来の水利用シス
テムを見直し、多様な水資源の量・質と
利用用途とのベストマッチを図ることが
期待されている。そのためには、河川水
やダム水などの「表流水」の水量・水質
変化の流域規模での将来予測とともに、
都市に存在する貴重なユビキタス型水資
源である「雨水」、「地下水」、「再生水」
の量、質、その時空間変動性などをわか
りやすく整理することが求められる。
また、水利用目的に応じた需要量予測

と供給可能量の関係、求められる水質の
確保、水供給に絡んだ環境負荷低減・コ
ストの視点を持ちながら、限りある水資
源を適正に配置した水利用システムを調
和的にデザインすることが必要である。
そこで、都市の将来ビジョンの一つとし
て、気候変動に適応できる持続可能な都
市圏水利用システムを創出することを本
研究プロジェクトの目標とした。
そして、研究の目的を下記のように二

つ設定した。
・都市圏水利用戦略構築を意識した、流

図－１ 水とのかかわりのある豊かな暮らし(水循環に関する世論調査：複数回答）
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域水資源の質と量の予測手法を開発す
ること

・都市に存在する潜在的な水資源を考慮
した水利用デザイン手法を開発するこ
と
図－２に、都市流域圏を対象とした研

究プロジェクトの構想図を示している。
将来の気象変化を想定した表流水の量と
質の予測を行うとともに、都市の自己水
源である地下水、雨水、再生水の活用に
必要な水質分析、新たな水質評価手法開
発を進めて、都市水利用システムのあり
方やそのデザイン手法の研究を展開した。
都市の水循環系や水利用システムの最適
化には、行政界を越えた流域単位での上
下水道システムを統合的に捉えて、さま
ざまなシナリオ群を吟味しながら持続可
能な水利用システムを導き出すことが期
待される。そのためにも、流域の河川管
理者、地下水管理者、上下水道事業者な
どの実務者が同じ流域の水資源や水利用
の情報を共有して、持続可能な水利用の
姿を見出して、それを共有することが肝
要である。
まず、流域レベルの水資源（表流水や

地下水）と都市の自己水資源（雨水、地
下水、再生水）の量と質を踏まえて、気
候変動に適応できる持続的な水利用に向
けた知見を整理統合する。すなわち、現
在と将来の気象条件における流域の水資
源に関する情報の集約化を行なった。そ
の際、国土交通省水資源部や荒川上流河
川事務所の協力を得て、情報プラット
フォームの構築につなげた。ここで調和
的と称しているのは、水の需要と供給、
雨水や再生水を含めた多様な水源のバラ
ンスのとれた利用、河川管理者、上下水
道事業者、地下水管理者などさまざまな
利害関係者間の調整がなされた水利用を
目指すことを意識したものである。

３.気候変動を考慮した流域
水資源の将来予測

(１)流域規模の長期降水量変化の解
析

気候変動下において、流域規模の水量・
水質変化を予測することは、将来の水利
用システムの持続性を確保するために必
要となる。そこで、国際的に共有されて
いる全球気候モデルによる温暖化予測結
果を活用することが必須である。地球温
暖化に伴う気候変化の将来予測は数百㎞
の空間解像度で実施されていることから、
流域内での降水特性変化に関する解析に

は、領域気象モデルを用いて温暖化実験
結果を詳細化、より細かい解像度へ力学
的ダウンスケーリングを行う必要がある。
ここでは、利根川を含む荒川流域周辺

を対象として、５つの大気海洋結合全球
気候モデル（AOGCM）による温暖化予測
結果を用いて、擬似温暖化結果の作成お
よびダウンスケーリングを行った研究事
例３）を紹介する。将来気候における平均
年降水量の変化については、AOGCM ごと
に傾向が異なり、増加・減少について共
通する特徴は見られなかった。また、年
降水量の標準偏差は４つの将来気候にお
いて増大する傾向がみられ、変動の幅が
拡大する可能性が示唆された。
また、少雨年の発生頻度を調べるため、

現在（2000-2010 年）および将来（2060-

2070 年）の 11年間のうち現在の年平均
降水量の 75％を下回る年数を調べた結
果を図－３に示す。将来は現在より降水
量が少ない年が頻発する可能性が高いこ
とが示唆された。

(２)流域水資源の水量と水質の予測
気候変動に伴う水資源賦存量の変化を

検討するには、まず表流水の水量・水質
変化を予測することが求められる。そこ
で、現在気候および５つの AOGCM 出力に
基づく温暖化予測の長期ダウンスケーリ
ング結果を用いて、荒川流域において分
布型水文・水質モデルによる河川水量・
浮遊土砂濃度の再現と将来予測を実施し
た４）。その結果、流量・土砂濃度の将来
予測結果は、使用する AOGCM によって大

図－３　荒川流域周辺における年降水量が現在気候の75％を下回る年の発生回数　(現在気候：

2000年から2010年、将来気候：2060年から2070年)

図－２　水利用システム研究のプロジェクト構想図
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きくばらつくが、全般的に洪水流量の増
加傾向が確認された。これは温暖化に伴
う降雨強度や豪雨頻度が増加することに
起因すると考えられる。
図－４に、荒川において、東京都と埼

玉県の水道用水や工業用水、さらに隅田
川の浄化用水を取水している秋ヶ瀬取水
堰における分布型水文・水質モデル解析
結果を示す。現在気候と５つの将来気候
における年間総流出量と濁度が低く水道
利用に適した流出成分（懸濁物濃度
SS<25 ㎎ /L）の計算結果である。各
AOGCM ケースで -34％～ +10％の幅で総
流出量の予測結果がばらつき、アンサン
ブル平均で -２％程度の減少が見込まれ
た。しかしながら、濁度が低い流出成分
の将来予測の結果は、現在気候と比較し
て全般的に減少する傾向（-22％～+６％）
が明らかとなった。このような流出量と
ともに、水道水源に適した水質の水量変
化に関する情報も、浄水施設の管理・運
用計画の検討に利用されることが期待さ
れる。

４.流域内雨水利用可能量の
定量的評価

都市に降った雨水を、ただ排除するの
ではなく、ゆっくりと流出させながらユ
ビキタス型水資源として積極的に活用す
ることは意義深い。そのために、荒川流
域を事例として雨水の利用ポテンシャル
について研究を行った。
雨水利用可能量の試算は、住宅系・非

住宅系の建物全てに、それぞれ屋根面積
に対し貯留高 20㎜、50㎜規模の貯留槽
を設置して、住宅系で屋根面積に対し日
最大 4.4㎜（トイレ）、非住宅系 9.3㎜（ト
イレ・散水）の需要高があると想定して
行った５）。図－５に、荒川流域における
水道への利水量と雨水利用可能量の相対
比較、また現在気候と５つの将来気候に
対し試算した結果を示した。流域全体で
年間約 295 百万㎥（流域雨量換算で
85.5㎜）の雨水利用可能量が見込まれ、
現在の利水量に対して無視できない量で
あることが明らかとなった。また、将来
の気候変動の影響を受けて、最大で
15％ほど利用量は減少する可能性がある
ことも明らかになった。

このように、現在とともに、将来気候
における流域内の雨水利用可能量を利水
量と相対比較して定量的に示すことは、
都市雨水の代替水源の可能性を検討する
意味で有意義である。

５.再生水の水質変容ポテン
シャルと詳細な有機物組
成の特性評価

都市域において再生水の活用をさらに
促進するためには、ウイルスを含めた微
生物学的な安全性だけでなく、再生水供
給における再増殖問題など水質の安定性
を科学的に評価することが必要であると
考えられる。そして、超高分解能質量分
析計で有機物の組成特性を詳細に調べて、
安定性を評価することは有力な手法とな
りうる。

(１)水質変容ポテンシャルの評価
再生水の供給においては、残留塩素を

十分量確保することで、水質の安全性と
細菌増殖の抑制を確保している。しかし、
アンモニアが残留している場合には臭気
の問題が引き起こされる。そこで、下水
再生水の安定性を評価するために、下水
処理場のさまざまな再生水処理施設にお
ける処理前後の同化性有機炭素（AOC）
濃度を測定した。その結果、一部を除き
下水再生水における AOC 濃度は再生水処
理の原水である二次処理水よりも高く、
特にオゾン処理を含む場合は原水の２～
５倍の AOC 濃度となっていた６）。
また、図－６に示すように、再生水の

図－４　秋ヶ瀬取水堰における現在と将来の年流出量とSS<25mg/L以下の低

濁水量

図－５　荒川流域における水道用水量と雨水利用可能量

(ａ)と将来予測(ｂ)

図－６　再生水の配水過程における塩素濃度と微生物再増殖との関係
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配水過程における残留塩素濃度と微生物
再増殖の関係を調べたところ、再増殖現
象は、残留塩素濃度の低下と AOC 濃度の
減少と同時に見られた。このことから、
再生水における再増殖現象の抑制には、
処理工程における AOC 除去が有効である
可能性が示された。オゾン処理の後段に
生物ろ過などの AOC 低減が期待できる処
理法を採用することも有意義である。

(２)超高分解能のフーリエ変換質量
分析計による有機物組成特性の
評価

再生水をはじめとした各種水資源の溶
存有機物、生分解性有機物を分子レベル
で把握するため、超高分解能のフーリエ
変換質量分析計（FT-MS）を用いた分析
を行った。まず、多様な有機物組成を持
つ再生水においても、60％を超える回収
率で有機物を濃縮回収できる手法を確立
した。続いてこの手法を用いて再生水の
処理工程における組成変化や、荒川流下
過程における変化など、さまざまな水資
源の溶存有機物組成の評価も行った７）。
図－７は、同定された有機物を視覚的

に比較できる van Krevelen Diagram で
ある。このグラフでは、縦軸に H/C 元素
比、横軸に O/C 元素比がプロットされて
おり、河川水や地下水、再生水、雨水中
の有機物の元素組成にも大きな違いがあ
ることが明らかとなった。例えば、再生
水には、洗剤に由来する硫黄含有有機物
が特有の有機物として見出すことができ
ている。これにより、例えば再生水が放
流された下流における河川水中の有機物
組成変化などを詳細に追跡可能となった。

６.水利用シナリオの構築と
水利用システムのデザイ
ン手法

健全な水循環を維持するためにも、従
来型の水利用システムの再構築が必要と
されており、雨水や再生水などの有効活
用、親水機能も含めた水利用の検討、そ
して水管理への住民参加の重要性が指摘
されている。

(１)水利用システムのシナリオ生成
水利用システムに関して利害関係者が

有する意見に対応した多様なシナリオを
もとに、関係者間の合意形成に向けた議
論が進むことが期待される。そこで、多
目的最適化のアルゴリズムを応用して、
複数のシナリオを生成する研究を実施し

た。まず、図－８に示すような水利用シ
ナリオの範囲を設定して、表流水や地下
水だけでなく、雨水や再生水の利用を含
む水源別の取水量、処理施設ごとの浄水・
下水処理方式、再生水利用量、市町村－
処理施設間の送水量など、対象とする水
利用システムの「要素」を定義した。
そして、各種の原単位を用いて、水利

用システムの事業費用や環境影響、資源
消費などの「評価項目」と「要素」との
関係をモデル化する。さらに、水源ごと
の取水可能量や対象地域の水需要量と
いった、水利用システムが満たすべき条
件を「制約条件」として設定して、評価
項目に重み付けをした関数を「目的関数」
として、多目的最適化の計算を実行する。
そして、関係者の意見・選好を反映した
多様なシナリオが生成されるツールを開
発した８）。その枠組みを図－９に示す。
例えば、将来の水需要、表流水取水量

や地下水揚水量の制約を前提条件として
与え、都市の自己水源である雨水や再生
水をどの程度活用できるかなど、さまざ

まな水利用のシナリオを生み出すツール
となっている。ツールには、処理方式の
施設および管路の建設・運用・廃棄につ
いて、ライフサイクルでの環境影響の評
価式および費用関数を整備していること
から、導入可能な浄水処理や下水処理の
方式に応じた多様な水利用システム設計
が可能となっている。
利害関係者の価値観に対応して評価項

目に重みづけを行うことが可能となって
いる。そして、生成されたシナリオでは、
各施設における処理量や処理方式、各市
町村において利用される上水の水源割合、
浄水処理方式や下水処理方式の選定と
いった各要素の設計値と、各指標の評価
値が出力される。これらの水利用システ
ムのシナリオは、将来の水資源を適正に
配置、水利用インフラの更新や再構築に
向けて、貴重な情報提供となるものと考
えられる。まさに、水利用システムをデ
ザインすることで、将来の気候変動を踏
まえた適応策を検討することにも活用で
きる手法論であると考えられる。

図－７　超高分解能フーリエ変換質量分析計による再生水などの有機物組成の解析

図－８　水利用シナリオの範囲と評価項目
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図－９　水利用システム・シナリオ生成支援ツールの枠組み

図－10　中長期的な水利用システムの政策の構築

(２)水利用システムデザインの手順
水利用システムのように、公共性が高

く、多様な側面を持つ対象に関する合意
形成の場では、さまざまな価値観や利害
が衝突して合意を得ることが困難である。
したがって、図－ 10 に示すように、幅
広い市民・関係者の選好に関する情報を
収集し、さまざまな選好に対応した多様
な水利用システムのシナリオを提示して、
市民討議会のような場で関係者間の合意
形成に向けた議論を深めるプロセスが必
要である９）。その際に、水利用システム
のシナリオの作成においては、流域の社
会・経済動向を反映すること、そして科
学的な知見や最新の研究成果を反映する
ことが求められる。

７.おわりに

最近の国際社会的な動向の一つとして、
「京都議定書」に代わる新たな法的枠組
みである「パリ協定」が 2016 年 11 月
に発効した。わが国においても、気候変

動による影響への適応計画が 2015 年 11
月に閣議決定され、2018 年６月には気
候変動適応法が公布された。水循環基本
計画に加えて、これらの計画でも水資源
の適応策や水の効率的な利用施策として、
都市の自己水資源（雨水、地下水、再生
水）について言及されている。例えば、
渇水による被害を防止する対策としての
雨水・再生水利用、渇水時における緊急
的な代替水源の一つとしての地下水利用
が掲げられている。
したがって、気候変動に適応できる持

続可能な都市における水利用システムを
創出するためにも、都市自己水源である、
雨水、地下水、再生水の特徴やその活用
のための科学的知見を継続的に蓄積する
ことが重要である。そして、流域におけ
る水文・気象、水理、地質、土地利用、
水利用等の水循環に関する情報をデータ
ベース化して、科学的な知見に基づき、
都市自己水資源を含めた多様な水資源を
調和的に配置した水利用システムを構想

する。そして、合意形成のための情報と
目標の共有を進めて、将来ビジョンや基
本計画を作成することが求められる。
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